
国立大学協会 ]991(平成３）年1111301」ロ Pざ５

２蕊凝:::目:褒趣通銭8８ ［5笠１

国立大学財政基盤
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国立大学財政の現状

先に本委員会は国立大学の全教官を対象にアンケート調査を実施し、その結果を『l1llM報告「教官の胸:面する教育研

究の現状」（本年３月１ｐ）として発表し、大きな反騨を呼び起こした。さらに本委員会は、国立大`学財政の橘造的

な''１１題点を分析する作業を行ってきた。その内容の概要をここに報告する。＿iﾆな１人1容は次のとおり。

■１．国立大学の財政構造■２．教育・研究費■３．教育・研究の黎盤■４．社会の１１１の国立大学
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坪ひ祗下したZjbliFのﾉ廓等教r蔵支>I/

私立大学を含む高等教育全体に対する政府支'１１は主とし

て、国立大学への政府補助にあたる国立[学校特》I|会計への

繰り入れ、私立大学等経常費補助金、科学研究費補助金、

および育英奨学事業費、からなる。その総計を、ＧＮＰに

対する比率であらわして過去の推移を振り返ってみると、

1960年代f１１項には0.45％程度であったのが、1970年頃に

0.40％に落ちた後、1970年代終わりにかけて0.60％近くに

まで上昇した（図表１）。しかし1979年度をピークとして、

その後10年以上にわたって笑額で殆ど停滞したため、対Ｇ

ＮＰ比は急激に減少し、0.40％の水準を割りこんでいる。

そのｒＩＩで、国立学校特別会計への繰り入れは、1960年代

の0.40％前後から、1970年篦代の停滞をへて、1970年代後半

に増加し、1979年度には0.42％に達した。しかし、その後

は急速に下降し、1985年度に0.33％、1990年度に至っては、

ついに0.28％にまで落ち込んだ。これは笑に過去25年間で

鹸低の水準である。

1980年代における対ＧＮＰ比での急激な減少は、財政緊

縮を背景として１９８２（昭和57）年度に始まった財政文'１１，の

ゼロ、マイナス・シーリングによるものである。｜卸立学校

特別会計への繰り入れ金の総額は（'叉1表２）、1980年度の

9.586億｢ﾘから、1990年度の１兆1,997億円へと名｢1的には

微増している。しかし、消費者物価指数で峨災力に換算し

た指数で見れば、1980年代前半にはむしろ減少、後半にな

ってもようやく減少分を回復したに過ぎない。しかもこの

間に、国立大学の教官は12％、学部学生は14％、大学院学

生は77％も増加し、留学生に至っては4.5倍となっている。

[図表１］ＧＮＰに占める政府の高等教育支出（％）
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資料：『国の予算』，『経済統計月報醤

[図表２］国立学校特別会計への繰り入れ金

1980１９８５１９９０

I曇|江学校l侍別会計への繰り入れ

予算額（億円）9,586
対ＧＮＰ比（％）（0.40）

１０，６２６
(0.33）

11,997
(0.28）

物価指数による

換算ずみ指数 100.0９６．９１０２．２

術成璽の変化（1980年を100とする指数）
教官数100.0107.6112.4
学部学生数100.0107.2114.3

大学院生数１０００131.5176.9
留学生数100.0188.9449.2

資料：『国の予算』，『学校基本調査」



[図表３］国立学校特別会計の財源別構成（％）樽〃する独自収入への依存度

国立大学の財･政制度は、国立学校特別会計制度によって

運用されている。その収入は、政府からの補助金にあたる

一般会計からの繰り入れ、および自己収入（病院からの診

療収入、および学生からの授業料収入、民間からの研究資

金、そのほかの雑収入など）からなっている。

このうち、一般会計からの繰入金が前述のように実質的

に停滞、あるいは減少したために、研究教育に要する費用

をまかなうためには独自財源を増大せざるを得なかった。

このため、1970年には国立学校特別会計歳入予算のうち、

８割以上が一般会計からの繰入金で117められ、独自財源は

２割以下の水準にあったものが、1974年度以来、一般会計

からの受入比が年々低下を続け、現在は６割となっている

（図表３）。他方で、独自財源は、全歳入予算の４割を占め

るまでになった。

独自財源のうち特に授業料収入の伸びが大きいが、これ

は授業料の大幅な値上げによるものであることはいうまで

もない｡授業料と入学金をあわせた学生の初年度納入金は、

1970年の１万６千円から、1980年には26万円に、さらに、

1990年には54万円を越えるに至った（図表４)。これは消費

者物価水準の上昇を考慮しても、２０年間に約12倍の増加で

ある。このため、かつては低額といわれた国立大学授業料

は、既に一部の私立大学とあまり変わらなくなっている。

そもそも国立学校特別会計制度は、一般の行政と異なる

性格をもつ国立学校の運営を考慮し、予算執行の弾力化・

効率化を図る意図で、１９６４（昭和39）年度に設置されたも

のである。その際、独立採算をめざすものではないことが

関係省庁の合意として確認されている。しかし上に述べた

ように、国立学校特別会計の構造が実質的には独立採算の

方向に向かい、国立学校特別会計の性格自体が変質してい

ることは否定し難い。
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[図表４］授業料・入学金の推移（円）

授業料入学金鰕曇，
笑額（円）
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｢図表５］国立学校特別会計の支出構成（％）
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一般会計からの繰り入れの実質的減少に伴って、1980年

代に入ってからは独自財源の拡大にも拘らず、国立学校特

別会計の規模自体は伸び悩んだ。この反面、前述のように

国立大学の構成員数は増加し、また付属病院における病床

数も急激に増加するなど、サービス規模が拡大したため、

人件費および消費的支出は増大せざるを得なかった。その

ため､特に施設整備費は実額で大きく削減されたのである。

倒立学校特別会計に占める比率でみても、施設整備盤は

1970年代の15％台から、1990年度までには７％にまで落ち

込んでいる（図表５）。
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筏灘ｲi霧r単価のﾌﾟ鰻ﾉﾂ1ｔ

1980年代の財政緊縮によって大きく抑制されたのが、基

幹的な教育・研究経撹にあたる教官当積算校費である。教

官当積算校費単価は、1975年度以降1981年度までは年々

数％の増額がなされたが、1983年度には対前年度比におい

て2.2％の削減がなされ､それ以降７年間削減されたままの

状態が続いてきた。1990年度から１％程度の哨額が行われ

ているが、それでもようやく1980年度の水準にｌｒｌ１複するに

とどまっている（図表６)。学生当積算校費は、特に大学院

生について、1981年度までは教官当積算校撹を上ｌｉ１１る比率

で改定がなされてきた。しかし、これもまた1983年度には

対前年度比で1.5％のWⅢ減を受け､その状態が1989年度まで

継続してきた。

しかし言うまでもなく、この間に物価は上昇し続けてい

たために、実質的な校澱単価は減少している。ｉl拙者物価

指数を用い、1970年を100として各年の単価を換算したの

が、図表６の下段である。特に講座制の教官:hi枚Y1iⅡi価は

1970年度水準を100とすれば､1980年度までに72程度、１９９０

年度には61程度まで下降している。２０年間に実磁で４割程

度の減少を被ったことになる。学科目制でも、実質的には

３割以上の減少であった。

このような事態を是正するために、いくつか措濁が識ぜ

られてきたのも事実である。その一つは「教育研究特別経

YH」で、1981年度には79億円であったものが、1990年度に

は210億円と増額されてきている。また大学院の新増設を通

じて、積算単価の低い学科目から修士講座、修士誹座から

博士講座への転換が進められた｡全国国立大学教官のうち、

教官当積算校費の最も高い博士講座に所属する者は、１９８２

年度には全体の47％を占めていたが､1990年度には50％に、

修士講座所属教官は29％から32％に増加している。

[図表６］教官・学生当積算校費単価の推移

1970１９８０１９９０
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[図表７］教官･大学院生一人当たり校費(物価指数によって
1990年価格に換算）

(万円）
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しかしこのような努力にも拘らず、校費の絶対的水準の

低下は覆うべくもない。図表７には、校費総額（旅費を含

まない）を教官一人当たりで算出し、これをi1Ilt&者物Ｉ１ｉ１ｉ指

数を用いて1990年ｲilii格で表わしたものを示した。これによ

れば、1981年に教官一人当たり354万円であった校澱は、

1990年までに310万円と､10年間にほぼ13％の実便的な減少

をたどった。またこの間には、大学院生数の噌加も著しか

と-195100
－１９８１８２８３８４８５８６８７８８８９９０

資料：『国の予算』および『学校基本調査』から算出

った゜そのため、教官と大学院生の総数で校費総額を除し

たものを算出してみると、1981年の156万円から、1990年の

105万円へと､実に３分の１に近い減少を示したことがわか

る。

３



[図表８］科学研究費補助金の申請および受給

〔件数）
新規採択率

ﾙﾘﾂﾋﾞｺｽﾄの騨大

一人当たりの校憐が実虹的に減少しているにもwllﾘらず、

校ｌ１ｌでまかなうべき教f『・研究コストはiMﾘｶⅡしている。特

に１９６９（昭和44）年に制定された総定員法によってルポ勝・

技術職員が抑制され、それを補填するため、臨時峨貝を雁

川せざるをえなくなった。しかしその識用は、従来教育研

究に投じられていた核ilHによらざるを得ない。その結果、

大'､|を共通、学部共迦、あるいは学科･共通で負担しなければ

ならない経費が急速に哨力l1し､教官への鹸終的な配分額は、

}iiiに述べた－人当たり核YY総額をさらに_ｔｌ１１Ｉる勢いで減少

している。また自然科学系の分野では、研究設Ｉ)lliの,ｒｌｉ度化

によって、その保守に多大のコストを要するだけでなく、

光熱水費も上昇している。文科系の専門分野においても、

実態調盃、データ解析を伴う研究が増加し、コンピュータ

ー便｢11はすでに不可欠となっている。力Ⅱえて、ＭＭＩ入ii(:籍の

i1ililli高騰、学術雑誌類の急速な増加にともなって、基本的

文献の収集・整備に要する経費も増大している。
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[図表９］外部研究資金の導入状況秤`｝吟′１９/苫葺j輔〕】ｶﾞﾉ金

教官が研究を遂行するのに砿要な役割を果たす科学研究

11i補助金は、近Ｈ１をかなり｣榊額されてきた事は’'１災である。

1990年度の総額は558｛iiill1で､過去15年のUMに約３ｉ１『に哨額

されている。採択課題数６２万件に達した。

しかし、校費によって経粥的な教育研究活動を保持して

いけなくなっているために、研究上では科学|i)1:究lHi補助金

を．lji常的に必要とする傾lf,]が見られる。このため、ｌＩＪ誌率

（''１精課題数を研究椅数で割った割合)は､1976年度の28％

から、1990年度には42％にまで上昇し、lllIiili課題数は約６

万４千件となった。そのため、新規採択課題数をIlli11i課題

数で割った採択率は、1981年以降、２２～25％にとどまって

いる（図表８）。

前の国立大学教Tyに対するアンケート調査でIﾘ]らかにな

ったように、厩1立大学の研究者が科･研徴に大きな不iil1liを示

している原因の一つはこのような背漿によるとみられる。

(億円）
６００

□共同研究費

ロ受託研究賛

同奨学寄附金

61619

50Ｃ
61010

428

400

332

2919
3m

鴎1６

199
HOIO 158

１０５１１４１２１
□□Ｆ100

０
■

1９８１８２８３８４８５８６８７８８８９９０９１

と、いかに忽速な成長であるかが認識されよう。こうして

外部資金、特に奨学寄附金は、すでにその規模において''１１

立学校研究Hfの重要な財源になっている。また委任経理金

として、各'1:１１r学校長の管理の下に、費目の制限、会i汁年

度のlliU約なしに使用できるＩ侍徴をもっているため、研究活

動の潤柵ｉ１ｌ１として、校費の承嬰なｲIli完的機能を果たしてい

る。しかし他ﾉJで、外部資金の提供を受けにくい尊'』１１分111「

があり、また立地条件等により、入学llMに外部資金導入の

水準にきわめて大きな格差がある点にも留意しておかねば

ならない。

外部(ｺﾞｵご金の察ﾝ（

国立学校における研究活動に外部資金を導入する形態と

しては、学術研究の助成のための奨学寄附金、研究調査等

の依頼にもとづく受託研究費、国立学校の教'１丁と氏'1M機関

等の|i)1:究者との共li711i｢究のために受け入れる災liij研究YY、

の３種類がある｡その総額は1991年度には569億lIlに達して

いる（図表９)。ここ10年１M]でみると６倍近い成:lをで、教官

ＬＬi積算校費の1.2倍、科学研究費補助金の1.6倍と比較する

４
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一方で政府支１１１，の災質的な停滞、他方で人件慨そのほか

の経常的支出の増大、その結果として文Ｉｌ１１ｉｉ１ｊ減のｉ２な対象

とならざるを得なかったのが施設･設備への支}'１，で艤あった。

[図表10］文教施設費予算額および事業量

(億円） (万、
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０

露)/、予算額（左'二

、ノ

■M１
文教Dji2r設費の急減

｜:ｌｉＩ１ｉ:大学の施設の盤lMiを１２にまかなうのは文教施設徴で

ある。その予算額は、新設灰科大学、技術科学大:￥、新教

行人学などの新構想入学の整備などが行われた1970年代に

急速に拡大し、1979年には1,546億円に達した（'ﾇ|表10)。

しかし前述の事情で、1980年代中頃までにその水準は激減

し、その後多少の1Tm複があったとはいえ、1991年でも898億

１１１と、物価上昇率を摸３１１:すれば、ピーク時の２分の1の水

準にとどまっている。また建物の建築耐穣は、２()年以｣Zに

わたって、多い時で年llM90ｿjm2、少ない時でも60ﾉjmgの水

準が維持されていたが、ｆ算額の削減に伴って、1985年度

以降、約30万m?以－１〒の水準にとどまっている。これは11:1上

学校の現有建物１面i稜の約２千万m3と比べると、６０～70分の

１程度に過ぎない

千
１

一一／＿
量（右曰廟）ソ

』

nIIm「
ﾙﾄﾞTrH側.汁

■

■

■

､１１ＩＩＩＩＩ

１９６５７０７５８０８５

資料：『国立掌校施殼鑿備事務必携.：

明

[図表11］国立学校施設の経年別分布（％）

－シミュレーションによる予測一
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２
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く

’５１－ Ｊ１

'１９１１４５年以上
～Ｉ

、 '１１

1９

、
施設の狭醗化と老朽化

文教施設費の削減とliTj時に、｜玉|立大学の施設の狭|臓化と

老朽化が大きな問題となっている。

lIil立大学の建物整備の恭木となる現行の建物雅準而献は、

1960年に制定された。それ以降、必要に応じて部分的な兄

１１１１Ｌを行ってきたとはいえ、抜本的な改訂が行われていな

い。しかしこの30年のＩ１ｌ１に、各種の研究設lWiはjiii1加・大型

化し、教室研究室で|ｿｉｔｲｲする図書が増加したのと１１１１時に、

大学院生数．留学生数が飛躍的に増加したことはいうまで

もない。そのため全1:HlのＩｌｉ１立大学で、教育研究施設の極度

の狭臓化が進んでいる。また新築時の１２噸lliIIlIiも、社会一

般のそれと比べれば､きわめて低い水準に抑制されてきた。

さらに既設の建物の榊迭的な劣化の進行６粁しい゜’4:1▽：

大学の建物の多くは1950年代中ごろから、不燃化のために

木造から鉄筋コンクリート造に建て替えられた。そのため

現在の|玉Ｉ工学校の建物のうち、建築後30年以上のものが約

１割で、２０～29年のものが４割弱を占めている。これらの

建物は、建築後すでに30年iiij後を経過し、｜ﾉﾘilli・外装とも

に傷みがはげしく、緊急に改築・改修等の適切な対策を識

じることが必要となっている。

しかし、現在の建築小業水準はきわめて低位にとどまつ

35～44年鰯

、
3Ｃ

3４ 25～34年
鯉

、閉

、 15～24年1７

4１ ￣

2４
鰹 0～14年

１９９１２００１２０１１

資料：『国立学校施設整備事務必携』をもとに試算

ているのはiill述のとおりである。仮に、年間の建築小柴{1ｔ

が将米も1991年度とlTil水準の28万m2にとどまるものとし、

それが建築後25年以上の建物の改築にすべて充てられると

単純に仮定して、国立学校施設の将来の経年別分布の推移

を試算したのが図表11である。塊在全体の３割弱にあたる

建築後25ｲﾄﾞ以上の建物は、１()ｲﾄﾞ後の2001年には５判近く、

史に2()ｲ１２後の2011年には６割を,'１めることになる。抜本的

な対策が行われない限り、現在すでに老朽化・狭臘化して

いる'11:ldf大学の施設が、近い将来にますます深刻な状況を

迎えることは不可避といえよう。
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[図表12］国立大学の資本的支出（1989年価格）

(億円）

教育研究設備の不ＸＺ・不備

また文教施設費の急激な削減は、建物だけでなく、教育

研究に要する設備、図書購入費などにも大きな影響を与え

た。このため、消費者物価指数で実質価格に換算した国立

大学の支出額の推移をみると､国立大学が支出した設備費、

図書購入費などは、1970年からほぼ20年の間に殆ど変化し

ていない（図表12)。この間に、研究設備の高度化が進み、

学術印刷物の量が爆発的に増加していることを考えれば、

驚くべき事態といえよう。現在どの程度の設備が不足して

いるかを客観的に推計することは難しいが、前の本委員会

の調査においても、約８割の教官が研究設備が不十分と答

えており、最近行われた類似の調査でも同様の結果がでて

いることは、事態の深刻さを反映するものとみなければな

らない。
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図霊購入賛
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資料：『学校基本調査』から算出

[図表13］国立大学卿員数の変化

1985１９８９

1９７０１９８０１９９０

実数（人）

戟育ﾉﾛﾊﾞ錐か迄i露iiiUl綴の弱献化

国立大学の新。増設、学生定員の増加に伴い、国立大学

の教官数は、1970年から1990年までに46％増加した。また

附属病院の病床数の急激な拡大に伴い、看護婦など医療系

職員数もこの期間に倍増している。

しかし国立大学の教育・研究を支えるうえで不可欠な役

割を演じる、その他の職員に対しては、総定員法は厳しく

適用された。その結果、事務系、技術系職員、教務職員、

そのほかの非医療系職員は、むしろ削減されたのである。

事務系の本務職員をとってみれば、1984年の26,050人をピ

ークとして、1990年までに25,640人に減少した（図表13)。

また技術系の職員に至っては、1980年には14,374人であっ

たのが、1990年には11,624人に、実に２割もの減少を示し

ている。

このため、教官一人当たりの非医療系職員数は、1970年

の1.2人程度から、1990年には0.8人を下回るに至っている

（図表14)。また、教官、大学院生、学生の総数で非鷹療系

職員数を割った指標を作ってみると、これも100人当たり

3.2人から1.9人へと半分近い減少となる。しかも前述のよ

うに科学研究費補助金への依存度の増加、委任経理金など

の増加によって、必要な事務量は大きく増加している。そ

の結果、一人一人の職員の作業量が増加し労働強化の傾向

が著しいだけでなく、教官の事務的負担も増加し、本来教

員としてなすべき教育・研究活動を大きく阻害している。

また同時に、自然科学系の分野では、実験装置などが高

度化し、専門の技術職員による保守管理が不可欠になって

いるにも拘らず､上述のように技術系職員が減少している。

そのため維持管理が十分でなくなったり、やむを得ず大学

非医療系職員
事務系
技術系
教務
その他

40,855
25,640
11,624
１，３６６
２２２５

44,006

22,677
13,274
1,637
６，４１８

45,200

24,880
14,374
１，５８２
４．３６４

医療系職員
薮肩＝￣

９，５６１
３６．８４０

1６，４７２
－

４７．８４２
19,794
53.765

指数
１００．０

１００．０

１００．０

100.0
１００－０

(1970年を100とする）
１０２．７９２．８

１０９．７１１３．１

１０８．３８７．６

９６．６８３．４

６８０３４７

非医療系職員
事務系
技術系
教務
その他

医療系職員
教官

172.3

1299

207.0

1459

100.Ｃ
－

１００－Ｏ

資料：『学校基本鬮査』

[図表14]教員一人当たり､教員･学生百人当たり非医療系鰯員数

(人）
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(人）
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教員１人当たり（芹曰露） ５
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教員・学生100人当たり（石臼廟）
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Ｈ
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資料：『学校基本調査』から算出

院生などに実質的な管理を任せざるを得ないケースが増え

ていることも事実である。そのような状況を背景として、

人身事故が起こる事態さえ生じている。

い
、
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以上に述べた財政状況に起因する国立大学の教育研究条

件の悪化は、他の教育研究機関との対比では、さらにIﾘ]ら

かとなる。

[図表15]研究者一人当たり研究賛の比較（物価指数で1988年
価格に換算）

(万円）
４０００

347Ｃ

大きく立ち運/ZろｊｊＩＢﾙｺﾞ采fi/:と/誹遇

特に理工系の専門分野では、民間企業の研究所、あるい

は政府研究機関と比較して、教育研究条件は急速に差が広

がりつつある。図表15は、科学技術研究調査の結果から、

研究者一人当たりの研究費（人件費を含む）を国立大学、

民間会社等、および研究機関について算出し、さらに消費

者物価指数を用いて、1988年価格に換算して示したもので

ある。1970年度でもすでに国立大学100に対して、研究機関

179、会社などの研究所205という格差が存注していた。そ

の後、国立大学の研究澱は実質的に漸減したのに対し、会

社等は増加、研究機関はほぼ倍増した。そのため1988年度

には、国立大学100に対して会社等の研究所261、研究機関

369、格差は急速に拡大したのである。また、研究者一人当

たりの研究補助者数を比較してみても、1989年度には会社

等の研究所が0.56名､研究機関が0.49名であるのに対して、

国立大学の場合にはわずか0.15名にしか達せず、大学の研

究条件の相対的な悪化は明白である。

さらに教員・研究者の待遇においても差が著しい。図表

16には国立大学､私立大学および民間会社(従業員500人以

上）においてそれぞれほぼ同じ年齢の教員・研究者を想定

してその給与水準（毎月決まって支給される給与で、賞与

を含まない）を比較した。1990年をみるならば、各年齢層

を通じて、国立大学とその他の機関との間には、約１～３

割の差がみられる。賞与を加えた年間収入では、差はさら

に大きくなるものと考えられる。給与水準の比較は技術的

に困難な問題を含むため、必ずしも完全に正確とはいえな

いことを考慮にいれても、なお相当の格差があることは疑

いないものと思われる。しかもいずれの年齢)iiiにおいても、

ここ10年来、国立大学と私立大学・研究機関との給与水準

の格差はさらに拡大の趨勢にあることが明らかである。特

に30才前後においては、国立大学と民間機関の研究員の間

での格差が拡大する傾向が著しい。

ここ10年来、優秀な学生が大学院博士課程に進学せず、

民間企業に就職する傾向が強くなっていることが指摘され

てきた。また中堅の教員が民間会社あるいは私立大学に流

3000

２６３７
会社等一一 2454

研究機関２０３０
1774｢￣￣

1974
2000

国立

大学
９９１ 942PZU

1000

８

1988197Ｃ 1980

資料：ｒ科学技術研究調査』から算出

[図表16］毎円決まって支給される給与（賞与を含まない）の
比較

（千''１）

1980１９８５１９９０

国立大学教授

私立大学教授

研究所部(課)長

才
才
６
６

５
５

才
一
一

４
２
２

５
５
５

４
６
９

１
６
４

戸
、
一
，
０
戸
，

579

652

656

444

451

447

国立大学助教授

私立大学助教授

研究所係長

42才

42～44才

40～44才

300

340

320

352

410

400

397

475

473

国立大学助手

私立大学助手

研究所研究員

30才

28-32才

28-32才

176

218

210

207

247

257

237

290

300

資料：「職種別民間給与実態調査』，『公務員俸給表』及び『国家公

務員等給与実態調査』

注：(1)研究所は従業員規模500人以上

(2)国立大学教授54オは、教育職（－）５級17号で大学院

担当､配I禺者と子供２人､助教授42オは４級12号で配偶

者と子供２人､助手30オは２級９号で独身と想定して、

俸給と調整額､扶養手当､調整手当を含めた給与総額を
算定した。

|{(するケースも多い。以上に述べた客観的な条件・待遇の

格差をみるならば、それらは起こるべくして起こってきた

現象と言わねばなるまい。

７



〃隙iif会のﾉﾉJでの//本の廠等教育

またわが国の商等教育に対する公的負担が、llR1際的にみ

ても低い水準にあることにも改めて留意しておきたい。先

進｣:業鬮における、公財政支出,蔚等教行Y1i（地方1'１if１体支

脈,等を含む）の対ＧＮＰ比を文部省資料（｢教育指標のI]:I際

比較』）に基づいて算|})すると、旧西ドイツで1.34％、アメ

リカ合衆国およびイギリスで1.21％、フランスで0.64％で

あった（図表17)。これに対して、１１本については（推計ｌｉＨ

Ａ）0.67％で、iliドイツ、アメリカ、イギリスの２分の１

強、フランスとほぼ同等の水準となる。

ただしアメリカ、イギリス、フランスの推計''１[はｌＩｌ１公立

大学での授業料あるいは病院収入などを含んでいないのに

対して、日本（推計l([Ａ）は、国立学:佼特別会計の文出総

額を公財政文iLlI1に算入しており、従ってLlil立学校の授業料

および病院収入などが含まれている。そこでIKl立端校の狐

''１収入を除いて、あらためて公的負担による,rlj等教育文阯，

を算出してみると(推計lllmB)､対ＧＮＰ比で0.49％となり、

アメリカ・イギリスの４判程度、フランスと比べても４分

の３程度である。各１ｺｌとの差はまさに歴然としていると言

わねばならない。

わが国は国際社会において経済的に大きな地位を,'iめる

に至った反面、人類の学IMI文化に対する貢iM1<が小さく、諸

外ＩＩｉＩの学術研究成采に「ただ乗り」してきたという非雌を

陰に陽に浴びてきた。客観的にみれば、わが脚における基

礎的な研究の成果は||頂調に増加しており、そのような非難

には誤解に基づく点も多い。しかし上述のように、わが'玉｜

における高等教育への公的負担が、先進各|;lilと比べて;格段

に低いのは事実であって、その限Ｉ)において」,哩礎的な学術

１Ｊ｢究の上で|玉|際社会への貢献を怠っているという批判を否

定し切ることはできない。

[図表17］各国のＧＮＰに占める公財政支出高等教育費（％）

１３４

1.21１２１

０６４０．６７

0.49

Ｉ」．ｌＵ‘グ。

'B臨汽棚赫7蔚繼趣騨。
（1987）

資料：文部省『教育指標の国際比較遡

注：曰本の推計|直Ｂについては本文参照

の、｜｣1'１):大学が教育・研究を通じて、わが国の社会にこれ

まで果たしてきた役割を、完全に維持することはすでに１１１

雛となりつつあるとしても不ｎ然ではない。

しかも将来のわが国の発腱を考えるとき、そこで国立大

学が1]lうべき役割にもきわめて大きいものがある。例えば

先端技術の|)|｝発に民間企業あるいは研究所などの役割が大

きくなるとしても、その基盤となる知的活力を形成維持し

ていくためには、大学におけるi(》i度の基礎研究と、それを

'''心とした大学院および学部教育が不可欠である。また[Ｉｊ

際社会において、文化的貢献の欠吻11、閉鎖性のそしりを受

けないためには、知的創造と交流の拠点として、大学がこ

れまで以上に祇極的な役割を果たしていかねばならないで

あろう。

１玉|文大学はその歴史を通じて、そのような機能を果たす

に足る知的・組織的基盤を形成してきた。その潜在的な能

力を活11Ｉするためには、国立大学が自らを変革し、さらに

活性化する努ﾉjを払わなければならないことは当然であ

る。しかしそのためにも、現在の財政的窮乏は、きわめて

重い足かせになっている。

〃ijr大学の段剃とノリ/､）(・

本報告はこれまで、財政状況の悪化によってlHilｳ:大学に

おける教育研究条件が急速に悪化してきた状》,Lを1ﾘ|らかに

してきた。その影響はⅡにみえる形では現われにくいもの

■国立大学財政避盤調盃研究委員会は来（1992）ｆ'二３)]までに鍛終報告ﾉﾄﾞを作成するため、現在さらに検討作業を行っています。

これに関してご意兄をおよせ下さい。あて先は下記のとおりです。

〒113束京都文京区本郷７－３－１「ＲＭＩ:大学協会事務局WWIiHlｳﾆ大学財政基盤調査研究委此会

■［:1[;|立大学財政雅盤iiM益研究委員会は国立火,判)伽会雛６常置委止i会のﾄﾞにおかれ、次の委員で橘成されています。

馬場信雄(委員災･字Mlll：l｢大学長)、廣砺力(－１上海道大学鍵・第６蝋樅委jixI遇)、細谷純(東北大学)、東野修治(弘前大学長)、

｜Ⅱ原鱒人(宇部富大学)、樺布楽喜代治(宇部1〉｢大学)、黒羽亮一(筑波大学)、松村睦豪(筑波大学)、林健久(東京大学)、

潮木守一(名古屋大学)、寺田竿(京都大学)、金子元久(広島大学)、祷橋良平(前九州大学長･前第６総椛委風長)、神田修(ﾌﾞＬ

州大学)、小川正人(九州大学）
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